
1

資料11

府 政 防 第 ８ ５ ０ 号

平成２３年８月１８日

各都道府県被災者生活再建支援法担当部長 殿

財団法人都道府県会館被災者生活再建支援基金部長 殿

内閣府政策統括官（防災担当）付

参事官（災害復旧・復興担当）

被災者生活再建支援制度の周知等について

内閣府の防災行政に関しましては、平素からご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

東日本大震災の発災から５ケ月を経過した先週末におきまして、被災者生活再建支

援金は１１万６千件が支給されたところです。

今後は、被災者生活再建支援金の未申請の世帯を掘り起こし、その申請漏れを防ぐ

ため、被災者生活再建支援制度について、あらゆる機会を捉えて積極的に周知方取り

計らわれますよう改めてお願いいたします。

また、本年６月１日付けで送付しました「被災者生活再建支援法の運用に係るＱ＆

Ａ」（平成２３年６月１日付け府政防第５２０号）につきまして、被災した住居に住

民票を有しない世帯の居住実態の確認（Ｑ＆Ａ７関係）に際して、一般的に居住の実

態を確認できると考えられる書面の例に係る記述を追加しましたので、業務の参考と

してご活用いただくとともに、貴管内の市町村に周知方取り計らわれますようお願い

いたします。

なお、変更後のＱ＆Ａ全体についても送付いたします。

記

１．被災者生活再建支援制度に関する被災者への周知について

内閣府においても、被災者生活再建支援制度について広報を行っているところで

すが、貴職におかれても広報方お願いするとともに、貴管内の市町村からの広報に

ついて依頼方お願いいたします。また、県外から被災者を受け入れている地方公共

団体におかれては、被災者への周知について特段の配慮方お願いいたします。
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その際には、基礎支援金のみ先に申請することも可能であること、賃貸住宅の居

住者も支給対象となること、住宅の再建方法を変更した場合（当初は賃借により住

居を確保し、後に住宅の建設を行う場合など）も後で差額分が支給されること、郵

送での申請も可能であること等、申請の促進に役立つと考えられる事項についても

併せて広く周知していただきますようお願いいたします。

なお、「被災者のみなさまへ 政府からのお知らせ」等を内閣府ホームページ(htt

p://www.bousai.go.jp/index.html)に掲載していますので、周知の際にご活用くだ

さい。

２．被災した住居に住民票を有しない世帯の居住実態の確認について

本年６月１日付で送付しました「被災者生活再建支援法の運用に係るＱ＆Ａ」（平

成２３年６月１日付け府政防第５２０号）のＡ７を次のように改めます。

Ｑ７（住民票を有しない者の住居の確認について）

全壊した住居に住民票を有しないまま居住して被災した世帯は、本法上の被

災世帯となるのか。

Ａ７ 居住とは、世帯が当該住宅を生活の本拠として日常的に使用しているこ

とをいうことから、住民票を有していなくても、居住していることが確認で

きれば、本法の被災世帯に該当することになる。

なお、住民票により居住の確認ができない場合は、水道、電気等の料金明

細、郵便物、ＮＨＫの受信料の領収書、携帯電話等の請求書、金融機関の通

帳、通学証明書、プロパンガスの配達証明、民生委員や町内会長による居住

証明等により、申請者の氏名と住所（被災した居所のもの）が明記されてい

ることを確認する必要がある。

問い合わせ先

内閣府政策統括官（防災担当）付

参事官（災害復旧・復興担当）付

新澤、小松、藤澤

TEL 03-5253－2111（内線51602）

03-3501－5191（直通）



3

被災者生活再建支援法Ｑ＆Ａ

文中

「法」＝被災者生活再建支援法（平成１９年法律第１１４号による改正後）

「令」＝被災者生活再建支援法施行令（平成２２年政令第１９２号による改正後）

「規則」＝被災者生活再建支援法施行規則（平成１９年内閣府令第８５号による改正

後）

「通知６０８号」＝被災者生活再建支援法の一部を改正する法律の施行について

（平成２２年９月３日府政防第６０８号）

○法の適用関係

【全般】

Ｑ１（支援法の改正について）

改正後の制度概要如何。

Ａ１ 下記のとおり。
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【自然災害】

Ｑ２（適用となる自然災害について）

災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する災害が発生した市町村に

ついて、支援法が適用されるとのことだが、災害救助法に基づく指定が行われなければ、

支援法が適用されないという趣旨か。

Ａ２ 令第１条第１号は「災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当す

る災害が発生した市町村」となっており、災害救助法の指定がなされなかった場合で

も、被災世帯の数が災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する災害

が発生した市町村は、支援法の対象となる。

【世帯】

Ｑ３（世帯について）

数世帯が同一の住宅に同居している場合、世帯の取扱いをどのようにしたらよいか。

Ａ３ 本制度は住宅被害に着目した制度であるが、集合住宅も想定し、支援対象は、

建物単位ではなく、世帯単位としているものである。ここで、「世帯」とは、「社会

生活上の単位として、住宅及び生計を１つにするものの集まり又は独立して生計を維

持する単身者をいうもの」である。

従って、数世帯が同一家屋に同居している場合で、いずれも生計を１つにしていな

い場合は、それぞれを「世帯」として取り扱うこととなる。その場合の確認書類とし

ては、通知６０８号に示すとおり、災害発生時において住民票が別になっていること

が原則であることから、住民票で確認することになる。住民票が同一であっても、電

気、水道等が別に契約されている場合には、通常は住宅の構造上も、別の世帯である

ことは明らかであると考えられ、その場合には支払い料金の明細等で確認し、住民票

を補完する資料として申請書に添付するものとする。

Ｑ４（世帯数について）

被災したことにより、複数世帯が単数世帯になった場合や世帯全員が亡くなられた場合

の世帯の取り扱いはどうなるのか。

Ａ４ 世帯の構成数は、原則として災害が発生した日を基準とするものであり、被災

したことにより、複数世帯が単数世帯になった場合は、複数世帯として支援金の申請

を行うことができる。ただし、世帯全員が亡くなられた場合には、被災者生活再建支

援制度の対象とはならない。

Ｑ５（世帯主以外の申請について）

支援金の支給は被災世帯の世帯主（特段の事情がある場合には、当該世帯主に準じる

者）の申請に基づき行うとあるが、世帯主の明確な定義及び世帯主に準ずる者の明確な
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定義如何。

Ａ５ 世帯主とは、災害が発生した日において、主として当該世帯の生計を維持して

いる者をいう。

「生計を維持している」とは、社会通念上その者が世帯に属する他の者を扶養して

いると認められる場合をいうものとするが、当該扶養の判断を一律に定めることは困

難であることから、住民票により判断することを原則とする。Ｑ３で電気、水道等の

料金明細が提出される場合にはその契約者ということになる。

申請は世帯主が行うことが原則であるが、諸般の事情を考慮し、困難であれば他の

者を「当該世帯主に準じる者」として取り扱って差し支えない。

なお、世帯主以外の者が支援金の支給を申請する場合は、被災者生活再建支援金支

給申請書にその理由を記載させ、個々の事情に即してその理由の適否を判断する。

Ｑ６（未成年者及び成年被後見人からの申請について）

被災後、当該世帯に未成年者又は成年被後見人だけが残された場合、未成年者又は成

年被後見人は申請者となり得るか。

Ａ６ 法定代理人が申請及び受取りを行うものとする。

Q７（住民票を有しない者の住居の確認について）

全壊した住居に住民票を有しないまま居住して被災した世帯は、本法上の被災世帯とな

るのか。

Ａ７ 居住とは、世帯が当該住宅を生活の本拠として日常的に使用していることをい

うことから、住民票を有していなくても、居住していることが確認できれば、本法の

被災世帯に該当することになる。

なお、住民票により居住の確認ができない場合は、水道、電気等の料金明細、郵便

物、ＮＨＫの受信料の領収書、携帯電話等の請求書、金融機関の通帳、通学証明書、

プロパンガスの配達証明、民生委員や町内会長による居住証明等により、申請者の氏

名と住所（被災した居所のもの）が明記されていることを確認する必要がある。

【住宅】

Q８（住宅の定義について）

「居住する住宅」の範囲如何。例えば、主たる棟は全壊等に至らなかったが、付随する別

棟の台所、トイレ、納屋等が全壊等した場合の取り扱い如何（法第２条第２号）。

Ａ８ 住宅とは、現実に居住のために使用している建物をいい、社会通念上の住宅で

あるかどうかは問わない。したがって、空き家、別荘、他人に貸している物件、建設

中の住宅等は、当然ながら居住する住宅には含まれない。

また、いわゆる「離れ」については日常的に「母屋」と一体的に使用されているも

のであれば、合わせて１戸の住宅として取り扱うことになる。
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つまり、１戸の住宅として認定するのであれば、「災害の被害認定基準について（平

成１３年６月２８日府政防第５１８号内閣府政策統括官（防災担当）通知）（以下「被

害認定基準」という。）」に則り、母屋及び「離れ」を合わせた、床面積の損壊割合

又は住家の主要な構成要素の損害割合を算定し、被害認定を行うことになり、「全壊」

「大規模半壊」の認定がなされれば支援の対象となる

Q９（店舗兼住宅について）

店舗兼住宅が被災した場合の支援の考え方如何。

Ａ９ 店舗兼住宅の被害認定調査については、事業用の部分（店舗部分）は原則とし

て住宅に含まず、その居住する部分（住宅部分）について調査を行う。ただし、店舗

部分の被害が、住宅部分に「居住のための基本的機能を喪失」するような影響を及ぼ

す場合は、これを住宅の被害として調査することは可能である。例えば、１階に店舗

部分があり、２階を住宅として用いている場合で、１階部分の柱が傾斜するといった

構造的な被害が生じたために、「居住のための基本的機能を喪失」する場合は、それ

をもとに調査を行う。

その結果、住宅部分が全壊等の被害と認定された場合は、支援の対象となる。

Ｑ１０（集合住宅の判定基準について）

集合住宅の判定方法如何。

Ａ１０ 集合住宅については、原則として１棟全体で判定し、その判定結果をもって

各住戸の被害として認定する。

ただし、特定の住戸に著しい被害が生じた場合等各住戸間で明らかに被害程度が異

なる場合は、各住戸別に判定し認定する。

○被害認定関係

【被害判定】

Ｑ１１（被害認定基準について）

大規模半壊の認定は、「延べ床面積の損壊割合」と「経済的被害」とのどちらか一方が基

準に達した場合でよいか。

また、判定は申請受付を行う者（県・市町村）の判断に委ねるものとしてよいか。

Ａ１１ 大規模半壊世帯とは、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行

わなければ居住することが困難な世帯を指し、具体的には、被害認定基準による「半

壊」基準のうち、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積と住家の延べ床面

積との割合による判定（損壊基準判定）が５０％以上７０％未満のもの、又は住家の

主要な構成要素の経済的被害の住家全体に占める損害の割合による判定（損害基準判

定）が４０％以上５０％未満のものをいう。
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具体的な判定は、当該都道府県、市町村の判断に委ねることになるが、上記認定基

準に則り、執り行われたい。

Ｑ１２（浸水等による住宅被害の認定について）

浸水等により被害を受けた住宅を被害認定する際のポイント如何。

Ａ１２ 浸水等による住宅被害においては、床材、壁材、断熱材などの建材は、一度

浸水すると、本来の機能を損失し、又は通常求められる住居の快適性を著しく阻害す

る場合がある。例えば、浸水の水位が低位であった場合でも、壁内部のパネルや断熱

材の吸水により、壁の全面が膨張している場合であり、その際は、「内壁」全面の損

傷として取り扱うこととなる。

また、水廻りの衛生設備等については、一度浸水すると、使用できない場合がある。

さらに、浸水被害をもたらす台風災害においては、強風による屋根や天井の被害、水

圧若しくは土石や泥 流の流入による柱や基礎の被害を伴う場合もある。

床上浸水等の被害に係る住宅の被害に認定にあたっては、「災害に係る住家の被害認

定基準運用指針」水害編に基づき、執り行われたい。

Ｑ１３延床面積の判定基準について）

住家半壊の基準は，住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積と住家の延べ床面

積との割合による判定（損壊基準判定）によると「延床面積の２０％以上７０％未満のもの」

が半壊となり，うち５０％以上７０％未満が大規模半壊と位置づけられているが、一方で、

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」は，部分別損傷率（損害基準判定）で判定す

る方式となっている。両者の違いをどのように考えたらよいのか。

Ａ１３ 住家の被害認定基準は、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積と

住家の延べ床面積との割合による判定（損壊基準判定）と、住家の主要な構成要素の

経済的被害の住家全体に占める損害の割合による判定（損害基準判定）がある。

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」で示した住家の被害認定基準は、近年の

住宅構造や仕様の変 化に伴う被害態様の多様化、住家の主要な構成要素の経済的被害

の判定に伴う労力、時間を考慮し、部位 別構成比を採用して損害割合を算出し、判定

することとしたものである（損害基準判定）。

損壊基準判定は、部位別構成比に拘ることなく損壊、焼失もしくは流失した部分の

床面積が、その住家の延床面積に占める割合で判定することとなるが、一般的には火

災の判定に用いられている。

なお、損壊については、一見してその部分の滅失したことが明確なものか、または

滅失に準じる程度のものと考える。

Q１４大規模半壊認定基準について）

損害割合が４０％以上５０％未満のものは、全て大規模半壊と認定してよいか。構造耐

力上主要な部分の補修は必須となるのか。
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Ａ１４ 大規模半壊世帯とは、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行

わなければ居住することが困難な世帯を指すが、損壊基準判定が延べ床面積の５０％

以上７０％未満のもの、又は損害基準判定が４０％以上５０％未満の場合は、通常「構

造耐力上主要な部分の補修」が必要と考えられることから、「大規模半壊」として取

り扱って差し支えない。

Ｑ１５（地盤に係る住家被害認定の運用の見直しについて）

地盤の液状化等に係る住家の被害認定の運用見直しの主なポイント如何。

Ａ１５ 基礎・床一体となった傾斜による判定及び住家の基礎等の潜り込みによる判

定を追加し、地盤に係る住家被害について、より実態に即した判定ができるよう見直

しを行ったところである。

１．傾斜による判定の追加（基礎と柱が一体的に傾く（不同沈下）の場合）

基礎・柱も含めた傾斜の場合は以下により判定

１／２０≦四隅の傾斜の平均 ⇒ 全壊（従来通り）

１／６０≦四隅の傾斜の平均＜１／２０ ⇒ 大規模半壊（新規）

１／１００≦四隅の傾斜の平均＜１／６０ ⇒ 半壊（新規）

２．住家の基礎等の潜り込みによる判定の追加

（潜り込みの量） （被害の程度）

床上１ｍまで 全壊

床まで 大規模半壊

基礎の天端下２５ｃｍまで 半壊

なお、地盤に係る住家の被害認定については、「地盤に係る住家被害認定の調査・

判定方法について（平成２３年５月２日事務連絡）」を参考にされたい。

Ｑ１６（被害認定の実施者について）

建築技術等について十分な専門知識がある者でなければ判断することが困難であると

考えられるが、行政職員だけでは対応ができない場合、建築業者等へ委託することも可能

か。また、判定者の資格・要件はあるのか。

Ａ１６ 基本的に調査員２名（うち１名は建築技術の専門的知識を有するもの）で行

うことが望ましいが、被害認定に係る最終的な責任は当該市町村が負うべきものであ

ることから、この限りにおいて委託及びその範囲については、当該市町村で判断する

ことになる。

なお、都道府県にあっては、平時から市町村に対する応援態勢等を整備し、発災時

には相互に協力して執り行われたい。

【解体事由・時期】
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Ｑ１７（半壊世帯や敷地被害世帯が住宅を解体する「やむを得ない」事由について）

半壊世帯や敷地被害世帯が住宅を解体する「やむを得ない」事由の判定基準如何。

Ａ１７ 「やむを得ない事由」とは、「当該住宅の倒壊による危険を防止するため必

要があること、当該住宅に居住するために必要な補修費等が著しく高額となることそ

の他これらに準じるやむを得ない事由」（法第２条第２号ロ）である。

様々なケースが想定されるが、例えば、豪雨により住家に流入した土砂の撤去のた

めや、耐え難い悪臭などのためにやむを得ず解体する場合は「やむを得ない事由」に

該当すると考えられる。また、敷地被害については、敷地の修復のため住宅を解体せ

ざるを得ないという場合が典型例である。

具体的認定にあたっては、被害の事情を踏まえ、適切に運用されたい。

Ｑ１８（半壊世帯や敷地被害世帯が住宅を解体する時期について）

半壊世帯や敷地被害世帯はいつまでに住宅を解体する必要があるのか。

Ａ１８ 支援金の支給を受けるためには、被災者生活再建支援金支給申請書を提出す

る必要があり、これには住宅の被害状況を記入し、り災証明書、登記簿謄本（滅失登

記済）など住宅の被害等を証明する書類を添付することとなる。

そのため「解体」は、申請期間内に行われる必要がある。

なお、被災後、相当期間経過してから解体を行うケースについては、一般的に、自然

災害との関連性が薄れていることから、「やむを得ない事由」については慎重に判断

されたい。

【り災証明書】

Ｑ１９（大規模半壊の被害認定の証明について）

大規模半壊認定はり災証明書に記載するべきか。別の証明書類による場合、その様式

如何。

Ａ１９ り災証明書について定めた法令上の規定はないが、防災に関する事務は基本

的には市町村の事務とされており（地方自治法第２条、災害対策基本法第５条）、市

町村の災害対策（救助）の一環として発行されているものである。

その様式に特段の定めはないが、支援法業務の円滑な推進のため、原則として、り

災証明書に「大規模半壊」の記載をするものとする。

ただし、り災証明書に記載できない特段の事情があれば、別に大規模半壊であるこ

とを証明した書類を添付しても差し支えない。

○支援金支給関係

【支援金の使途】

Ｑ２０（支援金の使途制限について）
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支援金には全く使途制限はないのか。

Ａ２０ 支援金には使途の制限は一切なく、事後の報告も必要ない。加算支援金を受

給するには居住する住宅を建設する等の要件があるが、加算支援金は住宅建設に対す

る直接の支援ではなく、被災世帯の生活の再建を支援するための見舞金的な性格のも

のなので、その使途については限定は付されていない。

【居住形態】

Ｑ２１（被災後の居住形態の変更について）

被災後の居住形態の変更（賃貸住宅入居→住宅再建）は可能か。

Ａ２１ 可能である。例えば、最初の申請時には再建方法が未確定で賃貸住宅に入居

していたが、第２回目以降の申請時に自宅を再建することが決まった場合等である。

賃貸住宅に入居した時点で５０万円（単数世帯であれば３７．５万円）の加算支援

金を受給していた場合は、住宅再建による加算支援金２００万円（単数世帯であれば

１５０万円）を受給する際に、既受給額が差し引かれることになる。

なお、住宅を補修して加算支援金１００万円（単数世帯であれば７５万円）を受給

した場合には、住宅が補修された時点で本制度の目的とする被災世帯の生活再建は達

成したものと考えられることから、その後に別途住宅を建築し、又は購入したとして

も、原則、加算支援金の対象とはならない。但し、浸水被害のように、住宅を補修し

た後もなお悪臭等が止まず、居住することが困難であるなど、特別、合理的な理由が認

められる場合には、この限りではない。

Ｑ２２（被災後に世帯を分ける場合について）

構成員が複数の世帯が居住していた住宅が全壊し、別々の住宅に分かれて居住するこ

とを余儀なくされた場合においても、基礎支援金、加算支援金の申請にあたって、一つの

世帯として考えるのか（法第３条第２項）。

Ａ２２ 世帯に関する認定は、原則として災害が発生した日を基準としており、一つ

の世帯として被災時の世帯主に支給される。

Ｑ２３（世帯外の者との共有名義について）

住宅を世帯外の者との共同契約、共有名義で建設した場合は、加算支援金の要件を充

たすこととなるか。

Ａ２３ 共同契約、共有名義であっても、その被災世帯が住宅に居住するのであれば

該当する。たとえば、被災地外に住む親族の支援を受けて、共同で契約し、共有名義

で登記するといった場合が該当する。

Ｑ２４（複数の被災世帯の同居について）

別に住んでいた複数の被災世帯が共同契約、共有名義で１軒の家を建てて同居しようと
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する場合でも、加算支援金は各被災世帯それぞれに支給されるのか。

Ａ２４ 共同契約、共有名義で、その複数の世帯が皆、当該住宅に居住するのであれ

ば、それぞれに支給される。別に住んでいた複数の被災世帯が資金を持ち寄って住宅

を建てて同居するといった場合が該当する。

【全壊世帯】

Ｑ２５（全壊世帯が補修する場合について）

全壊世帯が家屋を補修する場合でも加算支援金は受給できるのか。

Ａ２５ 加算支援金は住まいの再建方法に応じて支給されるものであり、全壊世帯で

あっても補修で済ませれば、補修した場合の１００万円（単数世帯では７５万円）の

申請を行うことができる。

【建設と補修】

Ｑ２６（建設と補修の定義について）

支援法における「建設」と「補修」の定義はどう考えればよいのか。

Ａ２６ 従前の建物の一部を新しい住宅の一部として使用しないで住宅を造ることを

住宅の「建設」とし、従前の建物の一部を新しい住宅の一部として使用して住宅を造る

ことを住宅の「補修」とする。

被災世帯が、従前の建物以外の建物（以下「別の建物」という。）を増築して居住す

る場合についても、原則として住宅の「補修」にあたることとするが、増築した部分で

住宅としての機能が完結していれば、別の建物と同一敷地内にある場合、別の建物と一

部の壁や配管等が共有されている場合でも「建設」とする。

なお、「補修」は大規模半壊以上の被害を受けた被災世帯が対象であるから、令第２

条に定める部分の工事を伴うものを想定している。

ただし、いずれの場合も被災者が自ら居住する目的で行うものを対象とする。

Ｑ２７（建設、補修の例について）

以下の改築（残存部分を利用しつつ、被災住宅とほぼ同規模の住宅を造る）の場合は、加

算支援金で「建設」又は「補修」のどちらになるのか。また、各ケースにおいて、改築ではな

く増築（被災住宅以上の規模の住宅を造る）とした場合はどうか。

①被災住宅の一部（例えば基礎や柱）を残して解体し、改築した場合

②床面積で半分程度の被災した部分を解体し、改築した場合

③被災した部分のみ（例えば、居間一室やトイレのみ）を解体し、改築した場合

また、被災住宅の一部を残して解体（被災部分の一部除却）し、その一部と空間を空けて

新築した場合はどうか。

Ａ２７ 一般的には以下のように解される。但し、実態に応じて判断をお願いしたい。

なお、増築部分があっても考慮する必要はない。
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①補修（増築の場合も同じ）

②補修（ 〃 ）

③ともに補修（ 〃 ）

Ｑ２８（建設、補修の例について）

被災世帯（親）が住宅を解体して、子の住宅（被害無し）を増築して居住する場合は、加算

支援金で「建設」又は「補修」のどちらになるのか。

また、増築家屋の名義が親か子かで取扱いが異なるのか。

Ａ２８ 増築部分において住宅としての機能が完結していれば「建設」、その他の場合

は「補修」 となる。

名義は、被災世帯である場合に限る（子と共有でも可能）。

【補修】

Ｑ２９（災害救助法の応急修理について）

災害救助法に基づく応急修理は住宅を補修した場合に該当するのか。

Ａ２９ 応急修理は仮住まいのためのものであり、恒久的な住まいの再建を支援する

法の趣旨に合致しないことから、応急修理だけでは支援法上の補修には該当しない。

なお、災害救助法に基づく応急修理は地方公共団体が契約主体であり、この点から

も被災世帯が補修を行ったことにはならない。

Ｑ３０（借家の補修について）

借家の補修も加算支援金の「補修」の対象になるのか。（対象になる場合は、大家の承諾

書が必要か。）

Ａ３０ 借家は大家の事業用資産として大家が補修を行うべきものであり、借家人が補

修を行うことは通常考えにくいことから、原則、対象とならない。

【大規模半壊世帯】

Q３１（大規模半壊世帯の住宅再建について）

大規模半壊世帯が新たな住宅の建設または購入を行う場合は、それに応じた加算支援

金を受給できるのか。

Ａ３１ 加算支援金は住宅の再建方法に応じて支給されるものであり、大規模半壊世

帯であっても、新たな住宅の建設または購入を行う場合は、加算支援金２００万円（単

数世帯では１５０万円）を申請できる。

Ｑ３２（やむを得ず家屋を解体する場合の支援について）

大規模半壊世帯がやむを得ない事由により家屋の解体を行う場合の支援内容如何。
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Ａ３２ 大規模半壊世帯が「当該住宅の倒壊による危険を防止するために必要がある

こと、当該住宅に居住するために必要な補修費等が著しく高額となることその他これ

らに準ずるやむを得ない事由により、当該住宅を解体し、又は解体されるに至った世

帯」（法第２条第２号ロ）に該当する場合、全壊世帯と同等の支援となる。

【解体撤去費】

Ｑ３３（従前住宅の解体撤去費について）

従前住宅を解体しただけでは加算支援金は受給できないのか。

Ａ３３ 加算支援金が受給できるのは、住宅に全壊等の被害を受けた被災者が、その

居住する住宅の建設、購入若しくは補修又は民間賃貸住宅に入居した場合である。基

礎支援金は全壊等の被害があれば支給され、その使途に制限はないので、解体撤去費

に充てることも可能である。

【賃借】

Ｑ３４（親戚等の住居を賃借した場合について）

親兄弟及び親戚縁者等の住居の一部の部屋を間借りするなどした場合、賃貸住宅に入

居したものとして加算支援金を受給できるのか。

Ａ３４ 使用料、賃借料が発生している場合は該当し得る（但し、契約書等証拠書類

が必要である。）。

Ｑ３５（賃貸住宅の範囲について）

賃貸住宅は、ホテルや旅館であっても良いのか。

Ａ３５ 本制度の趣旨から住まいの再建は恒久的なものであることが要件となってい

るものと解すべきであり、ホテルや旅館等の仮住まいは該当しない。敷金・礼金の支

払いの有無、住民登録の有無などにより仮住まいでないことを確認されたい。

Ｑ３６（再建先を老人ホームにした者の支援について）

高齢者の被災者が、再建先を老人ホームにした場合、加算支援金は「賃借」となるのか。

Ａ３６ ホームの形態や契約内容等によって、賃借に限らず購入になる場合や、そのい

ずれにも該当しない場合も考えられ、個別具体的に判断されたい。

なお、病院に入院した場合、介護保険における施設サービス提供機関（特別養護老人

ホーム、老人保健施設など）に入所した場合は、いずれも該当しないものと解する。

Ｑ３７（従前の賃貸住宅に引き続き居住する者への支援について）

住んでいたアパートが被災したが、大家が即座に補修し引き続き住み続けている場合に
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は、自ら新たな住居を確保する必要は無いが、そのような場合であっても加算支援金の「賃

借」の対象となるか。

Ａ３７ 当該アパートが全壊又は大規模半壊の場合には、引き続き住み続けた場合にも

対象となる。

【他都道府県への移転】

Ｑ３８（申請先について）

被災時に居住していた都道府県以外の地域において住宅を再建する場合も加算支援金

の支給要件に該当するとのことだが、被災者は、どちらの都道府県の市町村に申請等を

行うべきか。

Ａ３８ 支給の申請は、被災者が被災時に居住していた都道府県の市町村に行うこと

となっている。

【証明書類】

Q３９（支援金支給に係る添付書類（り災証明書）について）

支援金支給に係る添付書類として、「住宅が全壊、大規模半壊又は半壊の被害を受けた

ことが確認できる市町村が発行するり災証明書」が必要であるが、り災証明書は被災して

から受領するまでに日数を要すること、また被災者の早期の生活再建を支援する観点か

ら、り災証明書の発行を受けていない場合であっても、他の被害程度を確認できる書類の

添付をもって支給申請を受理できないか。

Ａ３９ 市町村は、被災世帯がり災証明書の発行を受けていない場合であっても、住

宅の倒壊（「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」における一見して住家全部が

倒壊しているものなど）が写真で確認できる場合は、その添付をもって受理すること

も可能とする。

なお、り災証明書の提出を不要とするものではなく、り災証明書の発行が開始され

た後、遅滞なく提出することが必要である。

この場合、当該世帯が全壊等世帯であることについて市町村において確認し、確認

済みであることを添付書類等に付記し、り災証明書は後日、発行次第、都道府県を通

じて都道府県会館へ送付すること。

Ｑ４０（支援金支給に係る添付書類（契約書等）について）

加算支援金の申請にあたっては、契約書の写しの添付が必要とされているが、「補修」の

場合など契約書がない場合は、見積書で代替することは可能か。

Ａ４０ 見積書は工事を行うことを確認できる書類とは言えないので、見積書と併せて

工事の写真や領収書などを添付することで契約書に代替できる。



16

【申請の時期】

Ｑ４１（住宅再建前の申請について）

住宅の再建方法に応じて支給される加算支援金は、住宅の再建前に申請可能か。

Ａ４１ 加算支援金は、たとえば住宅建設が完了しなくとも契約書の写しを申請書に

添付することで受給することが可能であるので、周知に努めていただきたい。

○長期避難世帯関係

【認定関係】

Q４２（長期避難世帯の認定について）

長期避難世帯認定の趣旨と避難指示等との関係如何。

Ａ４２ 長期避難世帯は「火砕流等による被害が発生する危険な状態が継続すること

その他の事由により、その居住する住宅が居住不能のものとなり、かつ、その状態が

長期にわたり継続することが見込まれる世帯」であり、避難指示、勧告、警戒区域の

設定等（以下、避難指示等）が解除される見通しがなく、世帯の生活及び住宅の実情

等から新たな生活を開始する必要性が生じていると判断される場合に当該都道府県に

おいて認定するものとしている（通知６０８号）。

このことから、通常は、避難指示等が解除されると長期避難世帯の認定も解除する

こととなるが、避難指示等の解除後もライフラインの復旧に期日を要する場合には、

ライフラインの復旧により、居住が可能となるまで、長期避難世帯として取り扱うこ

とができる。

【支援内容】

Q４３（支援内容について）

長期避難世帯の支援内容如何。

Ａ４３ 長期避難世帯に該当するとして認定が継続している間は、世帯の生活及び住

宅の実情等から避難先において新たな生活を開始する必要性が生じていると判断され

ることから、全壊世帯と同等の支援となる（法第２条第２号ハ）。

そのため、この期間中については、申請期間（災害が発生した日から基礎支援金は

１３月、加算支援金は３７月）内に支援金支給の申請を行えば、全壊世帯と同様の支

援が受けられる

ただし、避難指示等が解除され支援法の「長期避難世帯」に該当しなくなった場合

には、住宅の被害調査・認定を行った上で、「全壊（半壊等でやむを得ず解体する場

合を含む。）」又は「大規模半壊」に該当する場合のみ、通常の場合と同様に支援金

が支給される。
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○申請手続き関係

【申請期間】

Ｑ４４（申請期間の延長事由について）

被災世帯の世帯主が申請することができないやむを得ない事情があれば、申請期間を

延長できるとあるが、どのような場合が考えられるのか（令第４条第４項）。

Ａ４４ 住宅の再建に着手する期間が長期にかかる場合などが考えられる。

支給申請期間の延長については、都道府県（事務を受託した場合は支援法人）が行

うものとする。また、発生した自然災害の状況によっては、個別に延長期間を定める

ことが支給事務の繁雑さを招くとともに、被災世帯間の公平性が損なわれることとな

る場合があり、その際は市町村を単位として、申請期間の延長を行うことも可能であ

る。

Ｑ４５（実績の確認について）

住宅の建設等加算支援金支給の要件は契約書等で確認するとのことだが、契約が履行

されなかったことが判明し場合には、どのようにすべきか。

Ａ４５ 一度住宅の建設等が契約書等で確認され、加算支援金が支給された段階で一

連の手続きは完了する。その後、契約が履行されていない事実を把握した場合には、

加算支援金の返還が必要となるので、支援法人に連絡されたい。なお、当初から虚偽

の契約書等で加算支援金を受給したことが判明した場合には刑事告発なども含め、適

切に対応されたい。




